30人以下学級・適正規模の少人数学級の実現、義務教育費国庫負担制度の国負担率２分の１復元をはじめとする教育予算の充実を求める意見書
昨今の教育界は、いじめや不登校、暴力行為など深刻な教育問題があり、その解決のために、これまでの知識を教え込む一斉的、画一的な教育から、一人一人の子どもの個性を大切にし、ともに学ぶ教育へと転換していくことが求められている。それには、学級規模を30人以下に縮小することをはじめ、子どもたちの学びに応じてきめ細かな教育が可能となる教職員配置が何よりも必要であり、国が適正な公立義務教育諸学校の学級編成及び教職員定数の標準に関する法律（以下「義務標準法」）を改正するべきである。
義務教育費国庫負担制度は、教育の全国水準の維持向上や機会均等を確保するために設けられたものであり、地方への多大な負担を課すことなく義務教育の基盤を作っていくことが国の責務である。

こうした教育事情を考慮し、豊かでゆきとどいた教育を実現するため、次の事項を十分踏まえ、法改正及び財源措置を講ずるよう強く要望する。
記

１　30人以下学級・適正規模の少人数学級の実施をはじめ、読書の推進、健康教育や食教育の充実、地域に根ざした教育の推進などの教育課題に対応するために「義務標準法」を改正すること。

２　地域の事情や子どもの実態を考慮した弾力的な教職員加配を行うこと。

３　義務教育費国庫負担制度を堅持し、国の負担割合を３分の１から２分の１にすること。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
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